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 立憲民主党、共産党、社民党、れいわ新選組！ 
 野党の共通政策は、自公政権との対立軸を示すのが目的

で『市民連合』の呼び掛けに 4党が賛同したものです。  

 新型コロナ対策では、専門家軽視が指摘される政府方針

を意識し、科学的知見に基づいて取り組む方針を明記。医

療従事者の不足や病床逼迫の現状を踏まえ「医療・公衆衛

生の整備を迅速に進める」ことや「エッセンシャルワーカ

ーの待遇改善」などを打ち出しました。 

 経済的な厳しさが増す企業や労働者向けの「万全の財政

支援」も盛り込んでいます。格差の拡大や貧困層の増加が

進んでいるとの問題意識から消費税減税や社会保険料の見

直しによる低所得層などへの再分配強化を明示しました。 

 安保法や特定秘密保護法の違憲部分の廃止、米軍普天間

飛行場移設に伴う名護市辺野古への新基地建設中止、再生

可能エネルギーの拡充と原発のない脱炭素社会の追求など

第２次安倍政権以降の政策からの転換を明確にしました。 

 立民の枝野幸男代表は協定に署名後、「政権を代える戦い

をする上で陣形が整った。ギアを２段ぐらい加速して（衆

院選の）結果につなげたい」と、各党との候補者調整を進

める意向を表明しました。 

立憲民主むつ臨時事務所開設しました 
  
総選挙が目前に迫っている

こともあり、立憲民主党むつ下

北支部は選挙態勢確立へ向

けて９月１５日、むつ市仲町に

臨時事務所を設置しました。

事務職員も配置しながら支部

役員も交代で詰めています。

時間がありましたらぜひご来

場ください。 

〔住所〕むつ市仲町 15-19  

☎0175（31）1114 

 

市民連合あおもりも独自で県内野党と政策協定へ 

 中央での４野党の政策合意を踏まえ、「市民連合あおもり」では

青森県固有の課題を追加する形で政策協定を結ぶ方向を確認

しました。 

 主な本県に関わる課題として①全国でも再開グループにある 

最低賃金 1，000円以上に引上げ、②地域環境を守るエネルギ

ー転換と青森県を高レベル廃棄物の最終処分地としないことを

政府見解として確認させる、③本県の基幹産業である農家の経

営安定と後継者育成へ向け、米価下落を食い止め、自給率向

上と価格補償制度を確立させる、などが骨子となる予定です。 

 また、小選挙区の候補者調整は、その実現を強く望みながらも

中央レベルの協議に委ねざるを得ない実情ですが粘り強く働き

かけていることとしています。 



総選挙は史上初の任期超え、投票日は 11月 7日か 14日が有力！ 
現行法では最も遅い場合は 11月 28日となります。 

現在の衆院議員の任期は 10月 21日までですが、10月

４日開催される臨時国会では、まず首相指名・組閣など

による新政権発足に数日間かかります。これに政治的に

必須とされる新首相の所信表明演説と各党代表質問も含

めると、「10日以上の会期確保が必要」（衆院事務局）と

なる予定です。このため、菅首相が一時選択肢とした 10

月 5日公示・同 17日投開票の任期満了選挙は完全に消滅

しました。現時点では各党による代表質問を終えて以降

の解散なら、10月 26日公示、11月 7日投開票が最有力

となってきました。また 11月２日公示、11月 14日投開

票との観測もあります。いずれにしても最遠で 11月 16

日公示、11月 28日投開票となります。

総選挙はアベ亜流岸田政権との闘いとなります。野党共闘の実現が一層求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

下北地域９条の会        ↑2021/9/30 東奥日報 

脇野沢地区で街宣・スタンディング行動を実施！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 下北地域９条の会（木下千代治・畑中浩美共同代表）は９月

25日、脇野沢地域で初めての街頭宣伝行動を実施しました。

行動には地元出身の杉浦弘樹市議をはじめ６名の会員が参加、

案の定、聴衆は見受けられませんでしたが、玄関越しに聞いて

いる方は確認できました。木下代表、菊池会員の発言の後、杉

浦市議もマイクを握り、自分が護憲活動に関わることになった

経緯や、平和憲法の重要性を地元の方に訴えました。街宣行動

後は中心部でチラシ撒きを実施しました。同会では今後も散発

的にも郡内各地でこうした行動を取り組む予定です。 

地元で護憲の重要性を訴える杉浦市議 

 自民党新総裁決定により、一層、総選挙での野党共

闘が重要性を増してきました。現在、東北では青森県

２、福島県２、岩手県１の５つの選挙区で立憲野党の

競合選挙区があるとのことです。 

 それぞれの政党に主張の違いがあるのは当然のこと

です。しかし、今日の社会状況を打開するためには何

としてもこれを乗り越えた対応が求められます。一日

も早い具体的な共闘態勢の実現を強く望みます。 

2021/9/30

朝
日
新
聞 



むつ市議会、大湊高とむつ工業高の統合案の撤回を求める意見書を全議員で採択！ 
 むつ市議会第 163回臨時会（８月 24日開催）は、かね

てより青森県で実施計画が取りまとめられていた両高校

の統合計画の白紙撤回と再考を求める意見書を全会一致 

で採択しました。 

 採択された意見書は早速、三村県知事及び和嶋県教育

長へ提出されました。 

 
 

青森県立大湊高等学校及び青森県立むつ工業高等学校を対象とした統合校案の白紙撤回と再考を求める意見書 

 青森県では、県立高校教育改革の推進にあたり、県の

有識者で構成する青森県立高等学校教育改革推進計画基

本方針検証会議からの報告等を踏まえ、将来、高等教育

受けることとなる子どもたちのための教育環境の整備や

地域の実情について検討し、県立高校の再編や全国から

の生徒募集の導入等について取りまとめた、「青森県立高

等学校教育改革推進計画第２期実施計画（案）」を令和３

年７月７日に公表した。 

 この実施計画によると、下北地域においては卒業者数

の見込みが、令和４年度から９年度の間に 114人減少

し、将来、高等教育を受けることとなる子どもたちの教

育環境について、４つの学校配置シミユレーションを提

示、検討した結果、大湊高校とむつ工業高校を統合対象

校とし、総合学科３学級と工業科２学級の下北地区統合

校として、令和９年度にむつ工業高校の校地に新たに整

備するとの計画である。 

 この計画の公表に向けては下北地域において３度の地

区意見交換会を開催し、その意見を参考に検討したとの

ことだが、最終的に今回の統合案に至った経緯について

全く説明がなく、また、地区説明会から４ヵ月にも満た

ないあまりにも短い期間で公表となったことについては

そのプロセスに疑念を抱かざるを得ないものである。 

 大湊高校は、昭和 23年に開校し、現在は、進学から就

職まで選択の幅が大きい総合学科の学校となり、また、

下北から甲子園を目指している野球部やオリンピック選

手を輩出した陸上部など、部活動も盛んである。昭和 62

年には脇野沢分校、令和２年には川内校舎と統合し。眼

下に美しい芦崎湾を望む日本一景色のいい環境で地域に

愛され、特色のある有意義な教育活動を展開している。 

 また、むつ工業高校は昭和 39年の開校以来下北半島の

産業経済の振興と発展と共に地元出身の技術者の育成を

目的に歩んできた歴史がある。霊峰清き恐山、波静かな

るむつ湾、そして釜臥山を望む環境のもと、文武両道に

励み、郷土を愛する人間性豊かな多くの卒業生が当市の

経済を支えているといっても過言ではない。 

 ここ下北地域においては、地域が学校を支え学校にも

支えられて共に歩みを進め、各学校においても、それぞ

れが特色を出しながら地域の応援を得て成長してきた歴

史がある。 

 今回、この歴史ある２校の統合案については、地域が

望む子どもたちの成長の姿とあるべき高校の姿、また学

校とまちづくりの姿が全く見えておらず、学校の歴史や

実績を軽視したものであり、地域での議論や検討なくし

て決定されるべきものではない。 

 また、この度の令和３年８月９日むつ市・風間浦村豪

雨災害は下北地域に甚大な被害を及ぼし、被災の状況を

考えると話合いの場を持つことすら困難な状況である。 

 よって、私たちは今回公表された「青森県立高等学校

教育改革推進計画第２期実施計画（案）」の「下北地区の

学校規模・配置」における、大湊高校とむつ工業高校を

統合対象校とする案の白紙撤回を求め、今後、下北地域

の子どもたちの将来のビジョンと共に、歴史ある両校の

存続と未来ある教育環境の変革について、地域合意を十

分に尊重して進めるよう強く要望する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【採択された意見書】 

2021/9/18

東
奥
日
報 

2021/9/9

デ
ー
リ
ー
東
北 



「青森県を高レベル放射性廃棄物の最終処分地としない条例｣制定を求める県民の会の

公開質問状に対して回答がありました 
 上記の「～県民の会」では去る 7 月２０日、青森県知事

に対して 14 項目にわたる質問状を提出していましたが、８

月 19 日に回答がありました。内容は必ずしも質問の趣旨に

沿うものではありませんでした。同会ではこの回答を運営

委員会などで分析しながら再質問や交渉を予定していま

す。いずれにしても、『国との約束があるから大丈夫』とし

た内容に終始し、原子力事業の実態を全くわきまえない姿 

勢は県民を愚弄しているとしか思われません。 

 本県に高レベル核廃棄物が搬入され、はや 25 年経過しま

した。安全協定上の最大一時保管期間 50 年のちょうど半分

です。国の試算でも仮に最終処分地が確定したとしても完

成までには 30 年程度かかかるとされています。こうした全

くメドのない約束は、このままではズルズル引き延ばされ

るのは必至です。知事はもっと強い態度で臨むべきです。 

【質問と回答】（    部分が質問     部分が回答） 

１ 

私たちは、青森県を高レベル放射性廃棄物最終処分地としない、という青森 県民の意思を県内外に明らか

にするため、法的根拠のある県条例を制定すべきと考えます。貴職は、県議会で「県条例を制定する考えはな

い」と答弁していますが、現 在もそのように考えているのか、貴職の考え方について伺います。 

高レベル放射性廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として、原子燃料サイクル施設の立地協力要

請を受諾したものであり、本県は、最終処分地を受け入れない意思を明確にした上で、最終処分事業を進める

国から「本県を最終処分地にしない」旨の確約を得ており、条例の制定については考えていないところです。 

２ 

貴職は、国から青森県知事に、青森県を高レベル放射陛廃棄物最終処分地としない確約文書が出されている

ことが、青森県が最終処分地とならない担保である旨を県議会で答弁していますが、より確実な国の担保とし

て法的根拠のある、立法措置を国に求めるべきと考えますが、貴職の見解を伺います。 

高レベル放射性廃棄物の最終処分については、最終処分事業を進める国から本県を最終処分地にしない旨の

確約を得ているとともに、この確約は、今後とも引き継がれていくことが、明確にされており、法制化を国に

求めることは考えていないところです。 

３ 

貴職は、高レベル放射|住廃棄物（海外返還廃棄物）の一時貯蔵期間が 30年から 50年については、事業者と

の安全協定に明記されているから順守される旨を県議会で答弁していますが、より確実な担保として、福島原

発事故除染土の中間貯蔵施設のように、法的根拠のある立法措置を国に求めるべきと考えますが、貴職の見解

を伺います。（参考：中間貯蔵・環境安全事業株式会社法、平成 15年法律第 44号） 

高レベル放射陛廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として、原子燃料サイクル施設の立地協力要

請を受諾したものであり、貯蔵管理期間終了時点での搬出については、安全協定において規定されているほ

か、貯蔵管理期間を遵守するとの電力会社等からの確約やこれに関する国の指導が示されているところです。 

２.加えて、最終処分事業を進める国から、本県を最終処分地にしない旨の確約を得ているところです。 

３.したがって、県としては、法制化を国に求めるということは考えていないところです。 

４ 

北海道を最終処分地としない旨の国の確約文書が平成 10 年 12 月に北海道知事に出されています。にもかか

わらず、国が昨年北海道寿都町及び神恵内村で文献調査を開始したことは、国の確約文書は担保にならす、北

海道との約束を反故にするものと考えます。国の対応に対する貴職の見解を伺います。 

北海道と国との間のことであり、本県としてコメントする立場にありません。 

５ 

むつ市で計画が進められている、使用済燃料中間貯蔵施設について、電気事業連合会と国が、昨年 12 月 18

日に、貴職とむつ市長に対し、同施設を全国の原子力発電所で「共同利用」したいと説明に来ました。これ

は、平成 17 年５月 16 日開催の県議会全員協議会及びその後の立地協定で示された「東京電力及び日本原電の

２社のみで利用」の約束を反故にする内容と考えますが、貴職の見解を伺います。 

昨年 12 月の電気事業連合会からの報告にあった、むつ市の使用済燃料中間貯蔵施設の共同利用については、

あくまでも地元の理解を大前提として、今後、検討に着手したいとしていることから、県として何ら申し上げ

る状況にはありません。 

６ 

去る４月 13 日に菅政権は、福島県漁連など地元の同意なく福島原発事故汚染水を福島県海沖に放出すること

を決定しました。これは、平成 15 年８月に国と東京電力が、福島県漁連に文書で「関係者の理解なしにいかな

る処分もおこなわない」との約束を反故にするものと考えますが、貴職の見解を伺います。 

本件については、本県としてコメントする立場にありません。 

７ 

前問の４、５、６で述べたように国、事業者が関係自治体及び関係者との約束を反故にする姿勢と対応をみ

れば、国と事業者は全く信用できず、国の確約文書が守られ、事業者との安全協定による一時貯蔵期間か順守

される担保はないと考えますが、貴職の見解を伺います。 

高レベル放射性廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として原子燃料サイクル施設の立地協力要請

を受諾したものであり、貯蔵管理期間終了時点で搬出することを事業者との間で取り決めているところです。 

２.「青森県を最終処分地にしない」旨の国との確約については、知事三代にわたって、県民への約束として引

き継がれてきており、また、国においても、引き継いでいくことを文書で示していることから、極めて重いも

のであると考えています。 



８ 

使用済燃料については覚書により「再処理事業の確実な実施が著しく困難となった場合には」施設外に搬出

すると取り決めています。ところが、同じ高レベル放射性廃棄物でありながら、再処理工場で作られる高レベ

ルガラス固化体については、30 年から 50 年間程度貯蔵した後、順次最終処分する旨の基本方針（平成 27 年５

月 22 日閣議決定）があるだけで、工場外搬出期限については、青森県と日本原燃や国との間で何らの取り決め

がなされていません。現在工場内に貯蔵されている 346 本の固化体の最初の貯蔵時から既に約 14年が経ち、上

記貯蔵期限は、後 16 年から 36 年しか残っていません。閣議決定違反は目前に迫っています。このままでは最

終処分地選定か難航している中、青森県はなし崩し的に最終処分地となってしまいます。再処理工場内の高レ

ベルガラス固化体についての取り扱いについて、適切かつ有効な措置を取るべきと考えますが、貴職の見解を

伺います。 

国が定めた「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」において、ガラス固化体が該当する第一種特

定放射陛廃棄物については、「固形化した当初は放射能が非常に高い状態にあるが、時間の経過とともに放射能

が減衰し発熱量も減少することから、30年間から 50年間程度貯敞した後、順次安全性を確認しつつ、最終処分

することとする。」とされており、六ヶ所再処理工場で発生するガラス固化体については、この基本方針に基づ

き同工場で当該期間保管された後搬出され最終処分されるものと認識しています。 

９ 

一時貯蔵期間は 30 年から最長で 50 年とされていることから、2025 年４月 25 日ないしは遅くとも、2045 年

４月 25日までには最終処分場が操業されなければならず、その期限までは残り約３年９ヵ月、23年９ヵ月とな

っています。最終処分場操業までには、調査、建設に 30 年程度必要とされていることから、今後の具体的なス

ケジュールを国、事業者から説明を受けていますか。受けていなければ求めるべきと考えますが、貴職の見解

を伺います。 

10 

最終処分場に関する安全審査指針、基準等の法制度の整備スケジュール及び地下 300ｍ以深に 200ｋｍ～300

ｋｍのトンネルを建設するなどの処分場の具体的内容等の設計図とその公表時期を貴職は、国から説明を受け

ていますか。受けていなければ求めるべきと考えますが、貴職の見解を伺います。貴職は、遅＜とも、2045 年

４月 25 日までに最終処分場が操業されると確信しているのか。確信しているとすればその具体的な根拠と保証

について伺います。 

14 
貴職は、遅くとも 2045 年４月 25 日までに最終処分場が操業されると確信しているのか。確信しているとす

れば、その具体的な根拠と保証について伺います。 

 

（9，10，14 一括回答）高レベル放射性廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として、原子燃料サ

イクル施設の立地協力要請を受諾したものであり、貯蔵管理期間終了時点での搬出については、安全協定にお

いて規定されているほか、貯蔵管理期間を遵守するとの電力会社等からの確約や、これに対する国の指導が示

されており、加えて国から本県を最終処分地にしない旨の確約を得ているところです。 

２. 高レベル放射|生廃棄物の最終処分の今後の方向性等について、国は、自治体向けに説明会を開催している

ところですが、いずれにしても、最終処分地の早期選定に向けては、国が前面に立って、不退転の決意で取組

を加速させていただきたいと考えています。 

11 

前問９、10 で指摘した具体的なスケジュールや安全審査に関する法制度及び処分場の設計図等が公表されな

いのでは、最終処分場に関する国民の理解が進ます、当該自治体の首長や住民が判断するにも判断材料が不十

分で、処分地の選定が困難になると考えますが、貴職の見解を伺います。 

 

本県としては、最終処分地の早期選定に向け、国が前面に立って、不退転の決意で取組を加速させていただ

きたいと考えています。 

12 

文献調査が行われている北海道寿都町及び神恵内村では概要調査に進む際には、住民投票を実施する予定で

あります。処分地選定の段階毎に当該自治体市町村長と知事の同意が必要とされており、その都度に住民投票

が実施されることも予想され、30 年程度で処分場が操業されるとの計画期間は更に延びると考えますが、一時

貯蔵に対する影響について、貴職の見解を伺います。 

高レベル放射性廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として、原子燃料サイクル施設の立地協力要

請を受諾したものであり、貯蔵管理期間終了時点での搬出については、安全協定において規定されているほ

か、貯蔵管理期間を遵守するとの電力会社等からの確約やこれに関する国の指導が示されているところです。 

13 

最近、北海道文献調査対象自治体周辺の自治体及び岩手県三陸地域自治体等で「核のゴミ搬入拒否」を制定

する自治体が増えています。また原発立地自治体では原発立地当初から「核のゴミの立地地域以外への搬出」

を原則としている状況を踏まえれば最終処分地の選定は極めて困難と考えますが、貴職の見解を伺います。 

高レベル放射性廃棄物については、あくまでも一時貯蔵を前提として、原子燃料サイクル施設の立地協力要

請を受諾したものであり、いずれにしても、最終処分地の早期選定に向け、国が前面に立って、不退転の決意

で取組を加速させていただきたいと考えています。 

 

 

 

 



むつ湾フェリー存続へ市民の英知を！ 
航路存廃、11月に方向性、蟹田～脇野沢間「むつ湾フェリー」 検討会議、大詰めか 

 青森県の第三セクター・むつ湾フェリーが運航する脇

野沢～蟹田（外ケ浜町）航路について、県は６月末から

新たに設置した検討会議を断続的に開いています。使用

船舶の老朽化で代船建造の議論開始が迫られる一方、利

用は近年低迷しており、青森県は「航路の存廃を含め、

在り方を検討する」としています。11月をめどに方向性

を取りまとめるスケジュールとなっています。 

 この航路は、当時の津軽・下北両半島 21市町村からの

強い要望を受け、1980年に第三セクターが中古船で運航

を開始しました。98年には青森県、21市町村も建造費用

を負担する形で、現行の船舶「かもしか」が就航してい

ます。2011年の東日本大震災で経営が悪化した際には、

県や外ケ浜町、むつ市が累積欠損金を穴埋めしてきまし

た。ここ 10年の旅客数は 2013年度の 38,545人をピーク

に減少傾向にあり、コロナ禍で例年４月の運航開始が約

２カ月遅れた 20年度は 5,910人にまで激減しています。

近年は船体老朽化に伴うトラブルで修理を必要とするこ

とも多く、その存廃が大きな課題となっている事実があ

ります。 

今、あらためて存続へ向けた知恵を絞りましょう。 
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2021/9/18 東奥日報 



いま、話題の SDGｓ(持続可能な開発目標)って！ 
SDGs（エスディージーズ：Sustainable Development 

Goals 持続可能な開発目標）とは、2001年に策定され

たミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年 9

月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のため

の 2030アジェンダ」にて記載された 2016年から 2030年

までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための

17のゴール、169項目から構成され、地球上の「誰一人

として取り残さない」ことを誓っています。 
 
SDGｓ17のゴール（テーマ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

その一方で、SDCsが大衆のアヘンあるいは中・上流階級への免罪符との見方もあります 
社会全体がこぞってこのテーマを今日的な「現代社会

の使命」として様々な場面で社会活動の指針として取り

組んでおり、一定の成果、効果を上げていることも事実

ですが、一方ではこうした対応が持つジレンマや、事業

宣伝への巧みな誘導へ警鐘を打つ考え方もあります。 

下記の意見は今年のベストセラーとなった「人新世の

資本論」の著者・斎藤幸平氏の主張を紹介します。氏は

「人間の経済活動によってさまざま環境問題が生じてい

るが、「SDGsなどの対策では問題の根本解決にはならな

い」「SDGsは大衆のアヘンである」と主張します。
 

SDGsは企業 PRに使われ、真の環境問題や貧困の解決策にならない～斎藤幸平氏の主張 

SDGsが目標として設定されたことで、持続可能性や貧

困の問題、社会における公正さ、地球の環境問題につい

て「みんなで考えていこうよ」という考え方が普及し

た。企業も対策を求められるようになった。これらは一

歩前進かもしれない。しかしその一方で、SDGsが、この

危機の瞬間に必要なものになっているのかというと全く

なっていない。何故なら 17のゴール・169もの項目があ

り、どんな企業でもそのいくつかについて「うちはやっ

てます」と簡単に言えて、儲けのための企業 PRに利用で

きる構造になっているからだ。例えば、最近だとマクド

ナルドが「フィレオフィッシュは天然のアラスカ産スケ

ソウダラを使っているから SDGsだ」と言い、ユニクロも

「うちのウルトラライトダウンはリサイクルしているか

ら SDGsだ」と主張し、くら寿司も天然の魚を使うという

ことで似たようなこと言い始めた。何でもかんでも SDGs

に当てはめてしまっている。でも、フィレオフィッシュ

が SDGsにかなっていたら無限に食べていいのか。ユニク

ロでじゃんじゃん服を買っていいのか。違いますよね。

本来向き合わなければならないのは、こうした企業のビ

ジネスモデルそのものだ。今のファストフードやファス

トファッションのシステムこそが、地球環境を破壊して

いる原因だ。じゃんじゃん作って、すぐ捨てる。大量生

産・大量消費・大量廃棄の問題こそが、解決しなければ

ならないことだ。ところが、SDGsで満足してしまえば、

環境破壊を必ず伴う資本主義システムを長続きさせるこ

とになっている。際限なく利潤を追求する資本主義のも

とでは、環境危機を乗り越えられないという問題の本質

から人々の目をそらさせる結果になる。

日本の目標達成度は 18位、 

ジェンダー平等・環境分野などが｢深刻｣です 
日本のＳＤＧＳは世界の中でどのぐらい進んでいるのか。国連

と連携する研究組織が６月に発表した達成度ランキングで、日本

は 2020年から順位を一つ落として 18位だった。18、19年はと

もに 15位。取組みに弾みをつける国が増えているなかで、順位

は上昇しないままです。 

 深刻な課題があるとされたのは、ジェンダー平等（目標５）、

気候変動対策（目標 13）、海の環境保全、 

陸の環境保全（目標 14，15）などだった。 

ジェンダー平等では、女性国会議員の少 

なさや男女の賃金格差、家事や育児など 

の無償労働に従事する時間の男女格差が 

深刻だとされた。また目標 17のパートナ 

ーシップの項目では、国民総所得の 0.7％ 

を途上国支援にあてる目標の逮成がほど遠 

いことや金融悄報の秘密性が高いことがス 

コアを下げています。 

４段階で示す改善状況では、環境の評 

価が軒並み低く、二酸化炭素の排出量が 

多い、きれいな海が減っている、魚の取 

り過ぎ、絶滅危惧種の保護が足りない状 

況等が指摘されました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 2021/9/29 朝日新聞 

一日も早い本格復旧が求められます。 
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青森県を最終処分地にしない条例制定署名にご協力を 

 前回号ニュースに同封してお願いしていました、上記の郵送に

よる署名は 80筆程度が事務局に届いています。まだ、提出され

ていない方がおりましたら是非ともよろしくお願い 

します。コロナ禍で個別訪問署名などは自粛しなが 

らの取り組みとなっており、十分な活動となってい 

ません。ぜひともご協力お願いします。 

2021/9/28 デーリー東北 

中村哲写真展、田名部高校でも開催されました 
 ７月 24，25日にむつ市図書館で開催した『武器より命の水を！

中村哲写真展』に来場した田名部高校教員のＭさんが、「是非、生

徒たちにも見せたい」として実現したものです。 

 写真は私たちが借りたものを引き続きお預かりして 9月 20日か

ら 10日間開催されました。コロナ禍で学校関係者以外は立ち入れ

なかったため、その様子を拝見することはできませんでしたが、

若い人たちにとっても有意義であったものと思われます。 

 

感謝！感謝！新保元県議からプリンターを寄贈されました 

 今般、元県議で「フォーラムしもきた」の協力会員にもなって

いただいている新保英治元県議より、ほぼ新品に近いプリンター

をフォーラムに寄贈いただきました。今後はニュースや各種情報

発行に有効に活用させていただきたいと思っています。本当にあ

りがとうございました。大切に使います。 

 

 こちらからインターネット
による署名も可能です。ぜひ
ともご覧ください。 


